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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）活性エステル系硬化剤、（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物及び（
Ｄ）エポキシ樹脂を含有することを特徴とする、感光性樹脂組成物。
【請求項２】
　感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、（Ａ）活性エステル系硬化
剤の含有量が０．５質量％～２０質量％であることを特徴とする、請求項１に記載の感光
性樹脂組成物。
【請求項３】
　感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、（Ｂ）カルボキシル基含有
ラジカル重合性化合物の含有量が１０質量％～６０質量％であることを特徴とする、請求
項１又は２に記載の感光性樹脂組成物。
【請求項４】
　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物の酸価が０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～１５
０ｍｇＫＯＨ／ｇであることを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の感光性
樹脂組成物。
【請求項５】
　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物が、１分子中にカルボキシル基と２個
以上のラジカル重合性不飽和基とを併せ持つ化合物であることを特徴とする、請求項１～
４のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物。
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【請求項６】
　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物が、エポキシ樹脂、不飽和カルボン酸
及び酸無水物を反応させた化合物であって、
　エポキシ樹脂がビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂又
はクレゾールノボラック型エポキシ樹脂であり、
　不飽和カルボン酸がアクリル酸又はメタクリル酸であり、
　酸無水物が無水コハク酸又は無水テトラヒドロフタル酸であることを特徴とする、請求
項１～５のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物。
【請求項７】
　更に（Ｃ）光重合開始剤を含有することを特徴とする、請求項１～６のいずれか１項に
記載の感光性樹脂組成物。
【請求項８】
　更に（Ｅ）硬化促進剤を含有することを特徴とする、請求項１～７のいずれか１項に記
載の感光性樹脂組成物。
【請求項９】
　更に（Ｆ）無機充填材を含有することを特徴とする、請求項１～８のいずれか１項に記
載の感光性樹脂組成物。
【請求項１０】
　感光性樹脂組成物の硬化物の誘電正接が、０．００５～０．０５であることを特徴とす
る、請求項１～９のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物を含有することを特徴とする
、感光性フィルム。
【請求項１２】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物の層が支持体上に形成されて
いることを特徴とする、支持体付き感光性フィルム。
【請求項１３】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物の硬化物により絶縁層が形成
された多層プリント配線板。
【請求項１４】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物の硬化物により層間絶縁層が
形成された多層プリント配線板。
【請求項１５】
　請求項１３又は１４に記載の多層プリント配線板を備えることを特徴とする、半導体装
置。
【請求項１６】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物により形成された樹脂組成物
層を露光する工程を含むことを特徴とする、多層プリント配線板の製造方法。
【請求項１７】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物により形成された樹脂組成物
層の露光工程後、アルカリ水溶液による現像工程を行うことを特徴とする、多層プリント
配線板の製造方法。
【請求項１８】
　（Ａ）活性エステル硬化剤が、カルボン酸化合物とフェノール性水酸基を有する芳香族
化合物とを反応させた反応物であって、１分子中に２個以上の活性エステル基を有する芳
香族化合物である、請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物。
【請求項１９】
　（Ａ）活性エステル系硬化剤が、ジシクロペンタジエニル構造を含む活性エステル系硬
化剤、ナフタレン構造を含む活性エステル系硬化剤、フェノールノボラックのアセチル化
物を含む活性エステル系硬化剤、フェノールノボラックのベンゾイル化物を含む活性エス
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テル系硬化剤から選ばれる、請求項１～１０のいずれか１項に記載の感光性樹脂組成物。
【請求項２０】
　（Ａ）活性エステル系硬化剤が、ジシクロペンタジエニルジフェノール型活性エステル
系硬化剤又はナフタレン骨格含有活性エステル系硬化剤である、請求項１９に記載の感光
性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、感光性樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器の小型化、高性能化が進み、プリント配線板においては、配線の微細化
及びビルドアップ層の複層化による配線の高密度化が行われており、最外層にはソルダー
レジスト層を形成することにより、配線の劣化を防ぐ等していた。一般にプリント配線板
においては、ビルドアップ層には熱硬化性樹脂組成物が用いられ、ソルダーレジスト層に
は感光性樹脂組成物が用いられていた。感光性樹脂組成物は、安価で、製造工程が簡単で
あることなどの利点があるものの、その物理的性能は十分ではなく、ビルドアップ層に適
用することは困難であった。例えば、耐ＰＣＴ試験後の接着性向上を意図して、熱硬化性
成分としてフェノール化合物を配合した感光性樹脂組成物が知られている（特許文献１参
照。）。しかしながらその用途は保護膜用に限られており、その物理的性能は十分ではな
かった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１０／０２６９２７号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明が解決しようとする課題は、ビルドアップ層の材料として用いるのに物理的な性
能が十分な感光性樹脂組成物、すなわち、耐熱性がより向上し、誘電正接が低く、かつ耐
水性が高い、アルカリ現像可能な感光性樹脂組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、（Ａ）活性エステル系硬化剤
及び（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物を含有することを特徴とする感光性
樹脂組成物において、本発明を完成するに至った。
【０００６】
　すなわち、本発明は下記〔１〕～〔２０〕を提供する。
〔１〕　（Ａ）活性エステル系硬化剤及び（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合
物を含有することを特徴とする、感光性樹脂組成物。
〔２〕　感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、（Ａ）活性エステル
系硬化剤の含有量が０．５質量％～２０質量％であることを特徴とする、〔１〕に記載の
感光性樹脂組成物。
〔３〕　感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、（Ｂ）カルボキシル
基含有ラジカル重合性化合物の含有量が１０質量％～６０質量％であることを特徴とする
、〔１〕又は〔２〕に記載の感光性樹脂組成物。
〔４〕　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物の酸価が０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ
～１５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることを特徴とする、〔１〕～〔３〕のいずれか１つに記載
の感光性樹脂組成物。
〔５〕　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物が、１分子中にカルボキシル基
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と２個以上のラジカル重合性不飽和基とを併せ持つ化合物であることを特徴とする、〔１
〕～〔４〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔６〕　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物が、エポキシ樹脂、不飽和カル
ボン酸及び酸無水物を反応させた化合物であって、
　エポキシ樹脂がビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂又
はクレゾールノボラック型エポキシ樹脂であり、
　不飽和カルボン酸がアクリル酸又はメタクリル酸であり、
　酸無水物が無水コハク酸又は無水テトラヒドロフタル酸であることを特徴とする、〔１
〕～〔５〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔７〕　更に（Ｃ）光重合開始剤を含有することを特徴とする、〔１〕～〔６〕のいずれ
か１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔８〕　更に（Ｄ）エポキシ樹脂を含有することを特徴とする、〔１〕～〔７〕のいずれ
か１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔９〕　更に（Ｅ）硬化促進剤を含有することを特徴とする、〔１〕～〔８〕のいずれか
１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔１０〕　更に（Ｆ）無機充填材を含有することを特徴とする、〔１〕～〔９〕のいずれ
か１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔１１〕　感光性樹脂組成物の硬化物の誘電正接が、０．００５～０．０５であることを
特徴とする、〔１〕～〔１０〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物。
〔１２〕　〔１〕～〔１１〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物を含有することを
特徴とする、感光性フィルム。
〔１３〕　〔１〕～〔１１〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物の層が支持体上に
形成されていることを特徴とする、支持体付き感光性フィルム。
〔１４〕　〔１〕～〔１１〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物の硬化物により絶
縁層が形成された多層プリント配線板。
〔１５〕　〔１〕～〔１１〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物の硬化物により層
間絶縁層が形成された多層プリント配線板。
〔１６〕　〔１４〕又は〔１５〕に記載の多層プリント配線板を備えることを特徴とする
、半導体装置。
〔１７〕　〔１〕～〔１１〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物により形成された
樹脂組成物層を露光する工程を含むことを特徴とする、多層プリント配線板の製造方法。
〔１８〕　〔１〕～〔１１〕のいずれか１つに記載の感光性樹脂組成物により形成された
樹脂組成物層の露光工程後、アルカリ水溶液による現像工程を行うことを特徴とする、多
層プリント配線板の製造方法。
〔１９〕　〔１７〕又は〔１８〕に記載の多層プリント配線板の製造方法により形成され
ることを特徴とする、多層プリント配線板。
〔２０〕　〔１９〕に記載の多層プリント配線板を備えることを特徴とする半導体装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の感光性樹脂組成物は、硬化物としたときの耐熱性がより向上しており、誘電正
接が低く、かつ耐水性が高く、しかもアルカリ現像可能である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明の感光性樹脂組成物は、（Ａ）活性エステル系硬化剤及び（Ｂ）カルボキシル基
含有ラジカル重合性化合物を含有することを特徴とする。
【０００９】
＜（Ａ）活性エステル系硬化剤＞
　本発明の感光性樹脂組成物において使用される（Ａ）活性エステル系硬化剤は、硬化物
としたときの耐熱性を向上させながら、誘電正接を低く、かつ耐水性を高くすることがで
き、しかもアルカリ現像も可能とする。（Ａ）活性エステル系硬化剤としては、特に制限
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はないが、１分子中に２個以上の活性エステル基を有する化合物が好ましい。（Ａ）活性
エステル系硬化剤としては、一般にフェノールエステル類、チオフェノールエステル類、
Ｎ－ヒドロキシアミンエステル類、複素環ヒドロキシ化合物のエステル類等の反応活性の
高いエステル基を１分子中に２個以上有する化合物が好ましく用いられる。
【００１０】
　硬化物としたときの耐熱性の向上の観点から、（Ａ）活性エステル系硬化剤としては、
カルボン酸化合物及び／又はチオカルボン酸化合物と、ヒドロキシ化合物及び／又はチオ
ール化合物とを縮合反応させた反応物から得られる活性エステル化合物が好ましく、カル
ボン酸化合物とヒドロキシ化合物とから得られる活性エステル化合物がより好ましく、カ
ルボン酸化合物とフェノール化合物及び／又はナフトール化合物とから得られる活性エス
テル化合物が更に好ましい。そして、カルボン酸化合物とフェノール性水酸基を有する芳
香族化合物とを反応させた反応物から得られる１分子中に２個以上の活性エステル基を有
する芳香族化合物が更に一層好ましい。そして、（Ａ）活性エステル系硬化剤は、少なく
とも２個以上のカルボン酸を１分子中に有する化合物と、フェノール性水酸基を有する芳
香族化合物とを反応させた反応物から得られる芳香族化合物であり、かつ該芳香族化合物
の１分子中に２個以上の活性エステル基を有する芳香族化合物が殊更好ましい。また、活
性エステル化合物は、直鎖状または多分岐状であってもよい。また、少なくとも２個以上
のカルボン酸を１分子中に有する化合物が脂肪族鎖を含む化合物であれば樹脂組成物との
相溶性を高くすることができ、芳香族環を有する化合物であれば耐熱性を高くすることが
できる。（Ａ）活性エステル系硬化剤は１種又は２種以上を併用してもよい。
【００１１】
　用いられ得るカルボン酸化合物としては、たとえば、安息香酸、酢酸、コハク酸、マレ
イン酸、イタコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ピロメリット酸等が挙げ
られる。なかでも硬化物としたときの耐熱性の向上の観点からコハク酸、マレイン酸、イ
タコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸が好ましく、イソフタル酸、テレフタ
ル酸がより好ましい。チオカルボン酸化合物としては、たとえば、チオ酢酸、チオ安息香
酸等が挙げられる。
【００１２】
　フェノール化合物又はナフトール化合物の例としては、具体的には、ハイドロキノン、
レゾルシン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、フェノールフタ
リン、メチル化ビスフェノールＡ、メチル化ビスフェノールＦ、メチル化ビスフェノール
Ｓ、フェノール、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｐ－クレゾール、カテコール、α－
ナフトール、β－ナフトール、１，５－ジヒドロキシナフタレン、１，６－ジヒドロキシ
ナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、ジヒドロキシベンゾフェノン、トリヒド
ロキシベンゾフェノン、テトラヒドロキシベンゾフェノン、フロログルシン、ベンゼント
リオール、ジシクロペンタジエニルジフェノール、フェノールノボラック等が挙げられる
。
【００１３】
　なかでも硬化物としたときの耐熱性の向上、溶解性の向上の観点から、ビスフェノール
Ａ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、メチル化ビスフェノールＡ、メチル化ビスフ
ェノールＦ、メチル化ビスフェノールＳ、カテコール、α－ナフトール、β－ナフトール
、１，５－ジヒドロキシナフタレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒド
ロキシナフタレン、ジヒドロキシベンゾフェノン、トリヒドロキシベンゾフェノン、テト
ラヒドロキシベンゾフェノン、フロログルシン、ベンゼントリオール、ジシクロペンタジ
エニルジフェノール、フェノールノボラックが好ましく、カテコール、１，５－ジヒドロ
キシナフタレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、
ジヒドロキシベンゾフェノン、トリヒドロキシベンゾフェノン、テトラヒドロキシベンゾ
フェノン、フロログルシン、ベンゼントリオール、ジシクロペンタジエニルジフェノール
、フェノールノボラックがより好ましく、１，５－ジヒドロキシナフタレン、１，６－ジ
ヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、ジヒドロキシベンゾフェノン
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、トリヒドロキシベンゾフェノン、テトラヒドロキシベンゾフェノン、ジシクロペンタジ
エニルジフェノール、フェノールノボラックが更に好ましく、１，５－ジヒドロキシナフ
タレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、ジシクロ
ペンタジエニルジフェノール、フェノールノボラックが更に一層好ましく、１，５－ジヒ
ドロキシナフタレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレ
ン、ジシクロペンタジエニルジフェノールが殊更好ましく、ジシクロペンタジエニルジフ
ェノールが特に好ましい。チオール化合物の例としては、具体的には、ベンゼンジチオー
ル、トリアジンジチオール等が挙げられる。
【００１４】
　ジシクロペンタジエニル構造を含む活性エステル系硬化剤としては、より具体的には下
式（１）で表される化合物が挙げられる。
【００１５】
【化１】

【００１６】
　式（１）中、２個あるＲは、互いに独立にフェニル基又はナフチル基である。ｋは０又
は１を表す。ｎは繰り返し単位の平均で０．０５～２．５である。
【００１７】
　誘電正接を低下させ、耐熱性を向上させるという観点から、Ｒはナフチル基であること
が好ましい。ｋは０であることが好ましい。また、ｎは０．２５～１．５であることが好
ましい。
【００１８】
　活性エステル系硬化剤としては、特開２００４－２７７４６０号公報に開示されている
活性エステル化合物を用いてもよく、また市販の活性エステル系硬化剤を用いることもで
きる。市販されている活性エステル系硬化剤の例としては、具体的には、ジシクロペンタ
ジエニル構造を含む活性エステル系硬化剤、ナフタレン構造を含む活性エステル系硬化剤
、フェノールノボラックのアセチル化物を含む活性エステル系硬化剤、フェノールノボラ
ックのベンゾイル化物を含む活性エステル系硬化剤が好ましく、なかでもナフタレン構造
を含む活性エステル系硬化剤、ジシクロペンタジエニルジフェノール構造を含む活性エス
テル系硬化剤がより好ましい。ジシクロペンタジエニルジフェノール構造を含む活性エス
テル系硬化剤としては、たとえば、ＥＸＢ９４５１、ＥＸＢ９４６０、ＥＸＢ９４６０Ｓ
、ＨＰＣ８０００－６５Ｔ（ＤＩＣ（株）製）が挙げられ、ナフタレン構造を含む活性エ
ステル系硬化剤としては、たとえば、ＥＸＢ９４１６－７０ＢＫ（ＤＩＣ（株）製）が挙
げられ、フェノールノボラックのアセチル化物を含む活性エステル系硬化剤としては、た
とえば、ＤＣ８０８（三菱化学（株）製）が挙げられ、フェノールノボラックのベンゾイ
ル化物を含む活性エステル系硬化剤としては、たとえば、ＹＬＨ１０２６（三菱化学（株
）製）が挙げられる。
【００１９】
　（Ａ）活性エステル系硬化剤の含有量は、硬化物としたときの耐熱性を向上させ、さら
には誘電正接を低下させ、かつ耐水性を向上させるという観点から、感光性樹脂組成物の
固形分全体を１００質量％とした場合、（Ａ）活性エステル系硬化剤を０．５質量％以上
含むことが好ましく、１質量％以上含むことがより好ましく、２質量％以上含むことが更
に好ましい。一方、アルカリ現像性の低下を防止するという観点から、（Ａ）活性エステ
ル系硬化剤の含有量は、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、２０
質量％以下とすることが好ましく、１５質量％以下とすることがより好ましく、１０質量
％以下とすることが更に好ましい。
【００２０】
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＜（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物＞
　本発明における（Ｂ）カルボキシ基含有ラジカル重合性化合物は、カルボキシル基を有
し、アルカリ現像を可能とする化合物であれば特に制限はないが、１分子中にカルボキシ
ル基と２個以上のラジカル重合性不飽和基とを併せ持つ化合物が好ましい。例えば、エポ
キシ樹脂に不飽和カルボン酸を反応させた不飽和エポキシエステル樹脂、さらに酸無水物
を反応させた酸ペンダント型不飽和エポキシエステル樹脂等が挙げられる。
【００２１】
　ここで「エポキシ樹脂」としては、分子内にエポキシ基を２個以上有する化合物であれ
ば使用可能であり、具体的には、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノール
Ａ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＦ型エポキシ
樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂、ジヒドロキ
シナフタレン型エポキシ樹脂、ビナフトール型エポキシ樹脂等のナフタレン型エポキシ樹
脂、ビフェノール型エポキシ樹脂、テトラメチルビフェノール型等のビフェノール型エポ
キシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂
、ビスフェノールＡノボラック型エポキシ樹脂、ナフトールノボラック型エポキシ樹脂、
アルキルフェノールノボラック型エポキシ樹脂等のノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェ
ノールＦ型エポキシ樹脂にエピクロロヒドリンを反応させて３官能以上に変性したビスフ
ェノールＦ型エポキシ樹脂等が挙げられる。これらはいずれか１種を単独で使用してもよ
いし、２種以上を併用してもよい。なかでも、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフ
ェノールＡ型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂が好ましく、クレゾー
ルノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂にエピクロロヒドリンを
反応させて３官能以上に変性したビスフェノールＦ型エポキシ樹脂が、現像性、絶縁信頼
性に優れた感光性樹脂組成物の硬化物を実現する点からより好ましい。
【００２２】
　ここで「不飽和カルボン酸」としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、桂皮酸、
クロトン酸等が挙げられ、これらはいずれか１種を単独で使用しても２種以上を併用して
もよい。なかでも、アクリル酸、メタクリル酸が感光性樹脂組成物の光硬化性の向上の点
から好ましい。従って、（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物の好ましい一実
施態様としては、エポキシ樹脂及び不飽和カルボン酸を反応させた化合物であって、エポ
キシ樹脂がビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂又はクレ
ゾールノボラック型エポキシ樹脂であり、不飽和カルボン酸がアクリル酸又はメタクリル
酸である化合物である。
【００２３】
　さらに酸無水物を反応させた酸ペンダント型不飽和エポキシエステル樹脂を得る場合に
は、「酸無水物」としては、たとえば、無水マレイン酸、無水コハク酸、無水イタコン酸
、無水フタル酸、無水テトラヒドロフタル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、無水トリメリ
ット酸、無水ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物等が挙げられ、
これらはいずれか１種を単独で使用しても２種以上を併用してもよい。なかでも、無水コ
ハク酸、無水テトラヒドロフタル酸が硬化物の現像性及び絶縁信頼性向上の点から好まし
い。
【００２４】
　酸ペンダン卜型不飽和エポキシエステル樹脂は、触媒存在下に、前記の不飽和カルボン
酸とエポキシ樹脂とを反応させた後、得られた反応物である不飽和エポキシエステル樹脂
と酸無水物とを反応させることにより得ることができる。
【００２５】
　この際に用いる触媒の量は、不飽和カルボン酸とエポキシ樹脂と酸無水物との合計重量
に対して、２重量％以下であり、好ましくは０．０００５重量％～１重量％の範囲であり
、特に好ましくは０．００１重量％～０．５重量％の範囲である。触媒としては、例えば
、Ｎ－メチルモルフォリン、ピリジン、１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］ウンデセ
ン－７（ＤＢＵ）、１，５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノネン－５（ＤＢＮ）、１，
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４－ジアザビシクロ［２．２．２］オクタン（ＤＡＢＣＯ）、トリ－ｎ－ブチルアミンも
しくはジメチルベンジルアミン、ブチルアミン、オクチルアミン、モノエタノールアミン
、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、イミダゾール、１－メチルイミダゾール
、２，４－ジメチルイミダゾール、１，４－ジエチルイミダゾール、３－アミノプロピル
トリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－（Ｎ－フェニル）ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、３－（２－アミノエチル）アミノプロピルトリメトキ
シシラン、３－（２－アミノエチル）アミノプロピルメチルジメトキシシラン、テトラメ
チルアンモニウムヒドロキシド等の各種アミン化合物類；トリメチルホスフィン、トリブ
チルホスフィン、トリフェニルホスフィン等のホスフィン類；テトラメチルホスホニウム
塩、テトラエチルホスホニウム塩、テトラプロピルホスホニウム塩、テトラブチルホスホ
ニウム塩、トリメチル（２－ヒドロキシルプロピル）ホスホニウム塩、トリフェニルホス
ホニウム塩、ベンジルホスホニウム塩等のホスホニウム塩類であって、代表的な対アニオ
ンとして、クロライド、ブロマイド、カルボキシレート、ハイドロオキサイド等を有する
ホスホニウム塩類；トリメチルスルホニウム塩、ベンジルテトラメチレンスルホニウム塩
、フェニルベンジルメチルスルホニウム塩またはフェニルジメチルスルホニウム塩等のス
ルホニウム塩類であって、代表的な対アニオンとして、カルボキシレート、ハイドロオキ
サイド等を有するスルホニウム塩類；燐酸、ｐ－トルエンスルホン酸、硫酸のような酸性
化合物類等が挙げられる。反応は、５０℃～１５０℃の範囲で行うことができ、８０℃～
１２０℃の範囲で行うことが好ましい。
【００２６】
　従って、（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物の好ましい一実施態様として
は、エポキシ樹脂、不飽和カルボン酸及び酸無水物を反応させた化合物であって、エポキ
シ樹脂がビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂又はクレゾ
ールノボラック型エポキシ樹脂であり、不飽和カルボン酸がアクリル酸又はメタクリル酸
であり、酸無水物が無水コハク酸又は無水テトラヒドロフタル酸である化合物である。
【００２７】
　市販されている酸ペンダント型不飽和エポキシエステル樹脂としては、ＺＦＲ－１５３
３Ｈ（日本化薬（株）製、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、アクリル酸、及び無水テト
ラヒドロフタル酸の反応物）、ＺＡＲ－２０００（日本化薬（株）製、ビスフェノールＡ
型エポキシ樹脂、アクリル酸、及び無水コハク酸の反応物）、ＰＲ－３０００（昭和電工
（株）製、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、アクリル酸、及び酸無水物の反応物）
等が挙げられる。
【００２８】
　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物の製造では、保存安定性の向上という
観点から、エポキシ樹脂のエポキシ基のモル数と、不飽和カルボン酸と酸無水物との合計
のカルボキシル基のモル数との比が、１：０．８～１．３の範囲であることが好ましく、
１：０．９～１．２の範囲であることがより好ましい。
【００２９】
　また、（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物は、感光性樹脂組成物のアルカ
リ現像性を向上させるという観点から、酸価が０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上であることが好
ましく、０．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上であることがより好ましく、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上で
あることが更に好ましい。他方で、硬化物の微細パターンが現像により溶け出す事を防止
し、絶縁信頼性を向上させるという観点から、酸価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であるこ
とが好ましく、１２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましく、９０ｍｇＫＯＨ／
ｇ以下であることが更に好ましい。ここで、酸価とは、（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカ
ル重合性化合物に存在するカルボキシル基の残存酸価のことであり、酸価は以下の方法に
より測定することができる。まず、測定樹脂溶液約１ｇを精秤した後、その樹脂溶液にア
セトンを３０ｇ添加し、樹脂溶液を均一に溶解する。次いで、指示薬であるフェノールフ
タレインをその溶液に適量添加して、０．１ＮのＫＯＨ水溶液を用いて滴定を行う。そし
て、下記式により酸価を算出する。
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式：Ａ＝１０×Ｖｆ×５６．１／（Ｗｐ×Ｉ）
【００３０】
　なお、上記式中、Ａは酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）を表し、ＶｆはＫＯＨの滴定量（ｍＬ）
を表し、Ｗｐは測定樹脂溶液質量（ｇ）を表し、Ｉは測定樹脂溶液の不揮発分の割合（質
量％）を表す。
【００３１】
　（Ｂ）カルボキシル基含有ラジカル重合性化合物は、アルカリ現像性の向上という観点
から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、その含有量を１０質量
％以上とすることが好ましく、１５質量％以上とすることがより好ましく、２０質量％以
上とすることが更に好ましく、２５質量％以上とすることが更に一層好ましく、３０質量
％以上とすることが殊更好ましい。他方で、耐熱性の向上という観点から、感光性樹脂組
成物の固形分全体を１００質量％とした場合、その含有量を６０質量％以下とすることが
好ましく、５０質量％以下とすることがより好ましく、４０質量％以下とすることが更に
好ましい。
【００３２】
＜（Ｃ）光重合開始剤＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、更に（Ｃ）光重合開始剤を含有させることにより、樹脂
組成物を効率的に光硬化させて硬化物とすることができる。（Ｃ）光重合開始剤は、特に
制限されないが、例えば、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフ
ェニル）－１－ブタノン、２－（ジメチルアミノ）－２－[（４－メチルフェニル）メチ
ル]－[４－（４－モルホリニル）フェニル]－１－ブタノン、２－メチル－１－[４－(メ
チルチオ)フェニル]－２－モルホリノプロパン－１－オン等のα－アミノアルキルフェノ
ン系光重合開始剤や、ベンゾフェノン、メチルベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸
、ベンゾイルエチルエーテル、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，４－ジエチルチ
オキサントン、ジフェニル－（２，４，６－トリメチルベンゾイル）ホスフィンオキシド
、エチル－（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィネート、４，４’－
ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニルケ
トン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、１－[４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）－フェニル]－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オ
ン、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサンド等が挙
げられ、また、スルホニウム塩系光重合開始剤、オキシムエステル系光重合開始剤等も使
用できる。これらはいずれか１種を単独で使用しても２種以上を併用してもよい。
【００３３】
　さらに、光重合開始助剤として、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸イソアミルエステル、ペンチル－４－ジメチルアミノベン
ゾエート、トリエチルアミン、トリエタノールアミン等の三級アミン類を加えてもよいし
、ピラリゾン類、アントラセン類、クマリン類、キサントン類、チオキサントン類などの
ような光増感剤を加えてもよい。これらはいずれか１種を単独で使用しても２種以上を併
用してもよい。
【００３４】
　（Ｃ）光重合開始剤は、感光性樹脂組成物を十分に光硬化させ、絶縁信頼性を向上させ
るという観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、その含有
量を０．１質量％以上とすることが好ましく、０．５質量％以上とすることがより好まし
く、１質量％以上とすることが更に好ましい。一方、感度過多による寸法安定性の低下を
防止するという観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、そ
の含有量を６質量％以下とすることが好ましく、４質量％以下とすることがより好ましく
、２質量％以下とすることが更に好ましい。
【００３５】
＜（Ｄ）エポキシ樹脂＞
　本発明の感光性樹脂組成物においては、更に（Ｄ）エポキシ樹脂を含有させることによ
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り、絶縁信頼性を向上させることができる。
　本発明で使用する（Ｄ）エポキシ樹脂は、特に制限なく使用でき、例えば、ビスフェノ
ールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ
樹脂、複素環式エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラ
ック型エポキシ樹脂アルキルフェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキ
シ樹脂、アラルキル型エポキシ樹脂、ビフェニルアラルキル型エポキシ樹脂、ジシクロペ
ンタジエン型エポキシ樹脂、フェノール類とフェノール性ヒドロキシル基を有する芳香族
アルデヒドとの縮合物のエポキシ化物、ナフタレン型エポキシ樹脂、フルオレン型エポキ
シ樹脂、キサンテン型エポキシ樹脂等が挙げられる。かかるエポキシ樹脂はいずれか１種
を使用するか２種以上を併用してもよい。また、かかるエポキシ樹脂は反応性の観点から
、エポキシ当量が９５～４００の範囲の樹脂であることが好ましく、１５０～３００の範
囲の樹脂であることがより好ましい。なお、エポキシ当量（ｇ／ｅｑ）とは、ＪＩＳ　Ｋ
７２３６に規定の１グラム当量のエポキシ基を含む樹脂のグラム数である。
【００３６】
　（Ｄ）エポキシ樹脂としては、なかでも、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、ビフ
ェニル型エポキシ樹脂が好ましい。ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂としては、たと
えば、ＤＩＣ（株）製の「ＨＰ７２００」（エポキシ当量２６４）、「ＨＰ７２００Ｈ」
（エポキシ当量２８０）、「ＨＰ７２００ＨＨ」（エポキシ当量２８３）、日本化薬（株
）製の「ＸＤ－１０００」（エポキシ当量２５２）、「ＸＤ－１０００－Ｌ」（エポキシ
当量２４７）、「ＸＤ－１０００２Ｌ」（エポキシ当量２４２）等が挙げられ、ビフェニ
ル型エポキシ樹脂としては、たとえば、日本化薬（株）製の「ＮＣ３０００」（エポキシ
当量約２９１）、「ＮＣ３０００Ｈ」（エポキシ当量２９０）、「ＮＣ３０００Ｌ」（エ
ポキシ当量２７２）、東都化成（株）製の「ＧＫ３２０７」（エポキシ当量約２２６）、
三菱化学（株）製の「ＹＸ４０００ＨＫ」（エポキシ当量約１９０）等が挙げられる。
【００３７】
　（Ｄ）エポキシ樹脂は、耐熱性、絶縁信頼性の向上という観点から、感光性樹脂組成物
の固形分全体を１００質量％とした場合、その含有量を３重量％以上とすることが好まし
く、６質量％以上とすることがより好ましく、９質量％以上とすることが更に好ましい。
他方で、現像性の低下を防止するという観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１０
０質量％とした場合、その含有量を２０質量％以下とすることが好ましく、１８質量％以
下とすることがより好ましく、１６質量％以下とすることが更に好ましい。
【００３８】
＜（Ｅ）硬化促進剤＞
　本発明の感光性樹脂組成物においては、更に（Ｅ）硬化促進剤を含有させることにより
、硬化物の耐熱性、接着性、耐薬品性等を向上させることができる。
　（Ｅ）硬化促進剤としては、特に限定されないが、たとえば、アミン系硬化促進剤、グ
アニジン系硬化促進剤、イミダゾール系硬化促進剤、ホスホニウム系硬化促進剤、金属系
硬化促進剤等が挙げられる。これらは１種又は２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００３９】
　アミン系硬化促進剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、トリエチル
アミン、トリブチルアミンなどのトリアルキルアミン、４－ジメチルアミノピリジン、ベ
ンジルジメチルアミン、２，４，６，－トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール、１
，８－ジアザビシクロ（５，４，０）－ウンデセン（以下、ＤＢＵと略記する。）などの
アミン化合物などが挙げられる。これらは１種または２種以上組み合わせて使用してもよ
い。
【００４０】
　グアニジン系硬化促進剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、ジシア
ンジアミド、１－メチルグアニジン、１－エチルグアニジン、１－シクロヘキシルグアニ
ジン、１－フェニルグアニジン、１－（ｏ－トリル）グアニジン、ジメチルグアニジン、
ジフェニルグアニジン、トリメチルグアニジン、テトラメチルグアニジン、ペンタメチル
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グアニジン、１，５，７－トリアザビシクロ［４．４．０］デカ－５－エン、７－メチル
－１，５，７－トリアザビシクロ［４．４．０］デカ－５－エン、１－メチルビグアニド
、１－エチルビグアニド、１－ｎ－ブチルビグアニド、１－ｎ－オクタデシルビグアニド
、１，１－ジメチルビグアニド、１，１－ジエチルビグアニド、１－シクロヘキシルビグ
アニド、１－アリルビグアニド、１－フェニルビグアニド、１－（ｏ－トリル）ビグアニ
ド等が挙げられる。これらは１種または２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００４１】
　イミダゾール系硬化促進剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、２－
メチルイミダゾール、２－ウンデシルイミダゾール、２－ヘプタデシルイミダゾール、１
，２－ジメチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、２－フェニルイミ
ダゾール、２－フェニル－４－メチルイミダゾール、１－ベンジル－２－メチルイミダゾ
ール、１－ベンジル－２－フェニルイミダゾール、１－シアノエチル－２－メチルイミダ
ゾール、１－シアノエチル－２－ウンデシルイミダゾール、１－シアノエチル－２－エチ
ル－４－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール、１－シア
ノエチル－２－ウンデシルイミダゾリウムトリメリテイト、１－シアノエチル－２－フェ
ニルイミダゾリウムトリメリテイト、２，４－ジアミノ－６－［２’－メチルイミダゾリ
ル－（１’）］－エチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－［２’－ウンデシル
イミダゾリル－（１’）］－エチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－［２’－
エチル－４’－メチルイミダゾリル－（１’）］－エチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジ
アミノ－６－［２’－メチルイミダゾリル－（１’）]－エチル－ｓ－トリアジンイソシ
アヌル酸付加物、２－フェニルイミダゾールイソシアヌル酸付加物、２－フェニル－４，
５－ジヒドロキシメチルイミダゾール、２－フェニル－４－メチル－５－ヒドロキシメチ
ルイミダゾール、２，３－ジヒドロ－１Ｈ－ピロロ［１，２－ａ］ベンズイミダゾール、
１－ドデシル－２－メチル－３－ベンジルイミダゾリウムクロライド、２－メチルイミダ
ゾリン、２－フェニルイミダゾリン等のイミダゾール化合物及びイミダゾール化合物とエ
ポキシ樹脂とのアダクト体が挙げられる。これらは１種または２種以上組み合わせて使用
してもよい。
【００４２】
　ホスホニウム系硬化促進剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、トリ
フェニルホスフィン、ホスホニウムボレート化合物、テトラフェニルホスホニウムテトラ
フェニルボレート、ｎ－ブチルホスホニウムテトラフェニルボレート、テトラブチルホス
ホニウムデカン酸塩、（４－メチルフェニル）トリフェニルホスホニウムチオシアネート
、テトラフェニルホスホニウムチオシアネート、ブチルトリフェニルホスホニウムチオシ
アネート等が挙げられる。これらは１種または２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００４３】
　本発明の感光性樹脂組成物において、硬化促進剤（金属系硬化促進剤を除く）の含有量
は、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、０．００５質量％～１質
量％の範囲であることが好ましく、０．０１質量％～０．５質量％の範囲であることがよ
り好ましい。０．００５質量％未満であると、硬化が遅くなり硬化時間が長く必要となる
傾向にあり、１質量％を超えると樹脂組成物の保存安定性が低下する傾向となる。
【００４４】
　金属系硬化促進剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、コバルト、銅
、亜鉛、鉄、ニッケル、マンガン、スズ等の金属の、有機金属錯体又は有機金属塩が挙げ
られる。有機金属錯体の具体例としては、コバルト(II)アセチルアセトナート、コバルト
(III)アセチルアセトナート等の有機コバルト錯体、銅（II）アセチルアセトナート等の
有機銅錯体、亜鉛(II)アセチルアセトナート等の有機亜鉛錯体、鉄（III）アセチルアセ
トナート等の有機鉄錯体、ニッケル(II)アセチルアセトナート等の有機ニッケル錯体、マ
ンガン(II)アセチルアセトナート等の有機マンガン錯体などが挙げられる。有機金属塩と
しては、たとえば、オクチル酸亜鉛、オクチル酸錫、ナフテン酸亜鉛、ナフテン酸コバル
ト、ステアリン酸スズ、ステアリン酸亜鉛などが挙げられる。これらは１種又は２種以上
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組み合わせて使用してもよい。
【００４５】
　本発明の感光性樹脂組成物において、金属系硬化促進剤の含有量は、感光性樹脂組成物
の固形分全体を１００質量％とした場合、金属系硬化触媒に基づく金属の含有量が２５ｐ
ｐｍ～５００ｐｐｍの範囲であることが好ましく、４０ｐｐｍ～２００ｐｐｍの範囲であ
ることがより好ましい。
【００４６】
＜（Ｆ）無機充填材＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、更に（Ｆ）無機充填材を含有させることにより、熱膨張
率を低下させることができる。（Ｆ）無機充填材としては、例えば、シリカ、アルミナ、
硫酸バリウム、タルク、クレー、雲母粉、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、炭
酸カルシウム、炭酸マグネシウム、酸化マグネシウム、窒化ホウ素、ホウ酸アルミニウム
、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸カルシウム、チタン酸マグネシ
ウム、チタン酸ビスマス、酸化チタン、ジルコン酸バリウム、ジルコン酸カルシウムなど
が挙げられ、これらの中でも無定形シリカ、溶融シリカ、中空シリカ、結晶シリカ、合成
シリカ等のシリカが特に好適である。シリカとしては球状のシリカが好ましい。これらは
１種または２種以上組み合わせて使用してもよい。市販されている球状溶融シリカとして
は、たとえば、（株）アドマテックス製「ＳＯＣ２」、「ＳＯＣ１」が挙げられる。
【００４７】
　（Ｆ）無機充填材の平均粒径は、絶縁信頼性の向上、光硬化性の向上という点から１μ
ｍ以下であることが好ましく、０．８μｍ以下であることがより好ましく、０．６μｍ以
下であることが更に好ましく、０．４μｍ以下であることが更に一層好ましい。他方で、
無機充填材の凝集を防止するという点から、（Ｆ）無機充填材の平均粒径は、０．０１μ
ｍ以上であることが好ましく、０．０５μｍ以上であることがより好ましい。なお、無機
充填材としては、耐湿性、分散性を向上させるため、シランカップリング剤（エポキシシ
ラン系カップリング剤、アミノシラン系カップリング剤、メルカプトシラン系カップリン
グ剤等）、チタネート系カップリング剤、シラザン化合物等の表面処理剤で表面処理して
あるものが好ましい。これらは１種または２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００４８】
　エポキシシラン系カップリング剤としては、たとえば、グリシドキシプロピルトリメト
キシシラン、グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、グリシドキシプロピルメチルジ
エトキシシラン、グリシジルブチルトリメトキシシラン、（３，４－エポキシシクロヘキ
シル)エチルトリメトキシシラン等が挙げられ、アミノシラン系カップリング剤としては
、たとえば、アミノプロピルメトキシシラン、アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－
フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２（アミノエチル）アミノプロ
ピルトリメトキシシラン等が挙げられ、メルカプトシラン系カップリング剤としては、た
とえば、メルカプトプロピルトリメトキシシラン、メルカプトプロピルトリエトキシシラ
ン等が挙げられる。これらは１種または２種以上組み合わせて使用してもよい。市販のエ
ポキシシラン系カップリング剤としては、たとえば、信越化学工業（株）製「ＫＢＭ４０
３」（３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン）、信越化学工業（株）製「ＫＢＭ
８０３」（３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン）、信越化学工業（株）製「ＫＢ
Ｅ９０３」（３－アミノプロピルトリエトキシシラン）、信越化学工業（株）製「ＫＢＭ
５７３」（Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン）等が挙げられる。
【００４９】
　チタネート系カップリング剤としては、たとえば、ブチルチタネートダイマー、チタン
オクチレングリコレート、ジイソプロポキシチタンビス（トリエタノールアミネート）、
ジヒドロキシチタンビスラクテート、ジヒドロキシビス（アンモニウムラクテート）チタ
ニウム、ビス（ジオクチルパイロホスフェート）エチレンチタネート、ビス（ジオクチル
パイロホスフェート）オキシアセテートチタネート、トリ－ｎ－ブトキシチタンモノステ
アレート、テトラ－ｎ－ブチルチタネート、テトラ（２－エチルヘキシル）チタネート、
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テトライソプロピルビス（ジオクチルホスファイト）チタネート、テトラオクチルビス（
ジトリデシルホスファイト）チタネート、テトラ（２，２－ジアリルオキシメチル－１－
ブチル）ビス（ジトリデシル）ホスファイトチタネート、イソプロピルトリオクタノイル
チタネート、イソプロピルトリクミルフェニルチタネート、イソプロピルトリイソステア
ロイルチタネート、イソプロピルイソステアロイルジアクリルチタネート、イソプロピル
ジメタクリルイソステアロイルチタネート、イソプロピルトリ（ジオクチルホスフェート
）チタネート、イソプロピルトリドデシルベンゼンスルホニルチタネート、イソプロピル
トリス（ジオクチルパイロホスフェート）チタネート、イソプロピルトリ（Ｎ－アミドエ
チル・アミノエチル）チタネート等が挙げられる。これらは１種または２種以上組み合わ
せて使用してもよい。
【００５０】
　シラザン化合物としては、たとえば、ヘキサメチルジシラザン、１，３－ジビニル－1
，１，３，３－テトラメチルジシラザン、オクタメチルトリシラザン、ヘキサ（ｔ－ブチ
ル）ジシラザン、ヘキサブチルジシラザン、ヘキサオクチルジシラザン、１，３－ジエチ
ルテトラメチルジシラザン、１，３－ジ－ｎ－オクチルテトラメチルジシラザン、１，３
－ジフェニルテトラメチルジシラザン、１，３－ジメチルテトラフェニルジシラザン、１
，３－ジエチルテトラメチルジシラザン、１，１，３，３－テトラフェニル－１，３－ジ
メチルジシラザン、１，３－ジプロピルテトラメチルジシラザン、ヘキサメチルシクロト
リシラザン、ヘキサフェニルジシラザン、ジメチルアミノトリメチルシラザン、トリシラ
ザン、シクロトリシラザン、１，１，３，３，５，５－ヘキサメチルシクロトリシラザン
等を挙げることができ、特にヘキサメチルジシラザンが好ましい。これらは１種または２
種以上組み合わせて使用してもよい。
【００５１】
　（Ｆ）無機充填材は、感光性樹脂組成物の分散性の向上の観点から、シラザン化合物で
表面処理した無機充填材を用いることが好ましい。そしてシラザン化合物で表面処理した
後に、シランカップリング剤で表面処理することで、更なる分散性の向上を図ることがで
きる。表面処理に用いられるシラザン化合物の量は、無機充填材１００質量％に対して０
．００１質量％～０．３質量％であることが好ましく、０．００５質量％～０．２質量％
であることがより好ましい。ヘキサメチルジシラザンで表面処理した球状溶融シリカとし
ては、たとえば、（株）アドマテックス製「ＳＣ２０５０」が挙げられる。また表面処理
に用いられるシランカップリング剤の量は、無機充填材１００質量％に対して０．１質量
％～６質量％であることが好ましく、０．２質量％～４質量％であることがより好ましく
、０．３質量％～３質量％であることが更に好ましい。
【００５２】
　（Ｆ）無機充填材の平均粒径はミー（Mie）散乱理論に基づくレーザー回折・散乱法に
より測定することができる。具体的にはレーザー回折式粒度分布測定装置により、無機充
填材の粒度分布を体積基準で作成し、そのメディアン径を平均粒径とすることで測定する
ことができる。測定サンプルは、無機充填材を超音波により水中に分散させたものを好ま
しく使用することができる。レーザー回折散乱式粒度分布測定装置としては、（株）堀場
製作所製ＬＡ－５００、ＬＡ－７５０等を使用することができる。
【００５３】
　（Ｆ）無機充填材を配合する場合の含有量は、硬化物の線熱膨張率を低下させ、硬化物
の歪みを防止するという観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした
場合、１０質量％以上が好ましく、２０質量％以上がより好ましく、３０質量％以上が更
に好ましい。他方で、（Ｆ）無機充填材を配合する場合の含有量は、アルカリ現像性の低
下の防止、光硬化性の向上という観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量
％とした場合、７０質量％以下であることが好ましく、６０質量％以下であることがより
好ましく、５０質量％以下であることが更に好ましい。
【００５４】
＜（Ｇ）有機充填材＞



(14) JP 6094271 B2 2017.3.15

10

20

30

40

50

　本発明の感光性樹脂組成物は、更に（Ｇ）有機充填材を含有させることにより、硬化物
の応力を緩和させることができ、硬化物としたときにクラックの発生を防止することがで
きる。（Ｇ）有機充填材としては、たとえば、ゴム粒子、ポリアミド微粒子、シリコーン
粒子などが挙げられる。
【００５５】
　ゴム粒子としては、ゴム弾性を示す樹脂に化学的架橋処理を施し、有機溶剤に不溶かつ
不融とした樹脂の微粒子体であるものならばどのようなゴム粒子でもよく、たとえば、ア
クリロニトリルブタジエンゴム粒子、ブタジエンゴム粒子、アクリルゴム粒子などが挙げ
られる。ゴム粒子としては、具体的には、ＸＥＲ－９１（日本合成ゴム（株）社製）、ス
タフィロイドＡＣ３３５５、ＡＣ３８１６、ＡＣ３８３２、ＡＣ４０３０、ＡＣ３３６４
、ＩＭ１０１（以上、ガンツ化成（株）社製）パラロイドＥＸＬ２６５５、ＥＸＬ２６０
２（以上、呉羽化学工業（株）社製）などが挙げられる。
【００５６】
　ポリアミド微粒子としては、アミド結合を有する樹脂の５０μｍ以下の微粒子であれば
どのようなポリアミド微粒子でもよく、たとえば、ナイロン等の脂肪族ポリアミド、ケブ
ラー等の芳香族ポリアミド、ポリアミドイミドなどが挙げられる。ポリアミド微粒子とし
ては、具体的には、ＶＥＳＴＯＳＩＮＴ　２０７０（ダイセルヒュルス（株）社製）や、
ＳＰ５００（東レ（株）社製）などが挙げられる。
【００５７】
　（Ｇ）有機充填材の平均粒径は、０．００５μｍ～１μｍの範囲であることが好ましく
、０．２μｍ～０．６μｍの範囲であることがより好ましい。（Ｇ）有機充填材の平均粒
径は、動的光散乱法を用いて測定することができる。（Ｇ）有機充填材の平均粒径は、例
えば、適当な有機溶剤に有機充填材を超音波などにより均一に分散させ、濃厚系粒径アナ
ライザー（ＦＰＡＲ－１０００；大塚電子（株）製）を用いて、有機充填材の粒度分布を
質量基準で作成し、そのメディアン径を平均粒径とすることで測定することができる。
【００５８】
　（Ｇ）有機充填材を配合する場合の含有量は、耐熱性の向上、レーザー加工性の向上と
いう観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量％とした場合、０．１質量％
～６質量％が好ましく、０．５質量％～４質量％がより好ましい。
【００５９】
＜（Ｈ）反応性希釈剤＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、更に（Ｈ）反応性希釈剤を含有させることにより、光反
応性を向上させることができる。（Ｈ）反応性希釈剤としては、例えば、１分子中に１個
以上の（メタ）アクリロイル基を有する室温で液体、固体又は半固形の感光性（メタ）ア
クリレート化合物が使用できる。
【００６０】
　代表的な感光性（メタ）アクリレート化合物としては、例えば、２－ヒドロキシエチル
アクリレート、２－ヒドロキシブチルアクリレートなどのヒドロキシアルキルアクリレー
ト類、エチレングリコール、メトキシテトラエチレングリコール、ポリエチレングリコー
ル、プロピレングリコールなどのグリコールのモノまたはジアクリレート類、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミドなどのアクリルアミド類、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアミノエチルアクリレートなどのアミノアルキルアクリレート類、トリメチロ
ールプロパン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトールなどの多価アルコール又
はこれらのエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド若しくはε－カプロラクトンの付
加物の多価アクリレート類、フェノキシアクリレート、フェノキシエチルアクリレート等
フェノール類、あるいはそのエチレンオキサイドあるいはプロピレンオキサイド付加物な
どのアクリレート類、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテルなどのグリシジル
エーテルから誘導されるエポキシアクリレート類、メラミンアクリレート類、及び／又は
上記のアクリレートに対応するメタクリレート類などが挙げられる。これらのなかでも、
多価アクリレート類または多価メタクリレート類が好ましく、例えば、３価のアクリレー
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ト類またはメタクリレート類としては、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレー
ト、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンＥＯ付加
トリ（メタ）アクリレート、グリセリンＰＯ付加トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリ
スリトールテトラ（メタ）アクリレート、テトラフルフリルアルコールオリゴ（メタ）ア
クリレート、エチルカルビトールオリゴ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオール
オリゴ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールオリゴ（メタ）アクリレート、
トリメチロールプロパンオリゴ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールオリゴ（メ
タ）アクリレート、テトラメチロールメタンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラキス（β－ヒドロキ
シエチル）エチルジアミンの（メタ）アクリル酸エステルなどが挙げられ、３価以上のア
クリレート類またはメタクリレート類としては、トリ（２－（メタ）アクリロイルオキシ
エチル）ホスフェート、トリ（２－（メタ）アクリロイルオキシプロピル）ホスフェート
、トリ（３－（メタ）アクリロイルオキシプロピル）ホスフェート、トリ（３－（メタ）
アクリロイル－２－ヒドロキシルオキシプロピル）ホスフェート、ジ（３－（メタ）アク
リロイル－２－ヒドロキシルオキシプロピル）（２－（メタ）アクリロイルオキシエチル
）ホスフェート、（３－（メタ）アクリロイル－２－ヒドロキシルオキシプロピル）ジ（
２－（メタ）アクリロイルオキシエチル）ホスフェート等のリン酸トリエステル（メタ）
アクリレートを挙げることができる。これら感光性（メタ）アクリレート化合物はいずれ
か１種を単独で使用しても２種以上を併用してもよい。
【００６１】
　（Ｈ）反応性希釈剤を配合する場合の含有量は、光硬化を促進させ、かつ硬化物とした
ときにべたつきを防止するという観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１００質量
％とした場合、０．５質量％～１０質量％が好ましく、２質量％～８質量％がより好まし
い。
【００６２】
＜（Ｉ）熱可塑性樹脂＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、更に（Ｉ）熱可塑性樹脂を含有させることにより硬化物
の可とう性を向上させることができる。このような（Ｉ）熱可塑性樹脂としては、たとえ
ば、フェノキシ樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂
、ポリスルホン樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂、ポリカ
ーボネート樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリエステル樹脂を挙げることがで
きる。これらの熱可塑性樹脂は各々単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて使用し
てもよい。
【００６３】
　熱可塑性樹脂の重量平均分子量は５０００～２０００００の範囲であるのが好ましい。
この範囲よりも小さいとフィルム成型能や機械強度向上の効果が十分発揮されない傾向に
あり、この範囲よりも大きいとシアネートエステル樹脂およびナフトール型エポキシ樹脂
との相溶性が十分でなく、硬化後の表面凹凸が大きくなり、高密度微細配線の形成が困難
となる傾向にある。
【００６４】
　なお本発明における重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）法（ポリスチレンン換算）で測定される。ＧＰＣ法による重量平均分子量は、具体
的には、測定装置として（株）島津製作所製ＬＣ－９Ａ／ＲＩＤ－６Ａを、カラムとして
昭和電工（株）社製Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ－８００Ｐ／Ｋ－８０４Ｌ／Ｋ－８０４Ｌを、移動
相としてクロロホルム等を用いて、カラム温度４０℃にて測定し、標準ポリスチレンの検
量線を用いて算出することができる。
【００６５】
　（Ｉ）熱可塑性樹脂を配合する場合の含有量は、フィルム成型能を向上させ、かつ硬化
物としたときにべたつきを防止するという観点から、感光性樹脂組成物の固形分全体を１
００質量％とした場合、０．１質量％～１０質量％の範囲であることが好ましく、１質量
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％～５質量％の範囲であることがより好ましい。
【００６６】
＜（Ｊ）有機溶剤＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、更に（Ｊ）有機溶剤を含有させることによりワニス粘度
を調整できる。（Ｊ）有機溶剤としては、例えば、エチルメチルケトン、シクロヘキサノ
ン等のケトン類、トルエン、キシレン、テトラメチルベンゼン等の芳香族炭化水素類、メ
チルセロソルブ、ブチルセロソルブ、メチルカルビトール、ブチルカルビトール、プロピ
レングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプ
ロピレングリコールジエチルエーテル、トリエチレングリコールモノエチルエーテル等の
グリコールエーテル類、酢酸エチル、酢酸ブチル、ブチルセロソルブアセテート、カルビ
トールアセテート等のエステル類、オクタン、デカンなどの脂肪族炭化水素類、石油エー
テル、石油ナフサ、水添石油ナフサ、ソルベントナフサ等の石油系溶剤等が挙げられる。
これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。有機溶剤を用いる場合の
含有量は、感光性樹脂組成物の塗布性の観点から適宜調整することができる。
【００６７】
＜（Ｋ）その他の添加剤＞
　本発明の感光性樹脂組成物では、本発明の目的を阻害しない程度に、（Ｋ）その他の添
加剤を更に配合することができる。（Ｋ）その他の添加剤としては、例えば、メラミン、
有機ベントナイト等の微粒子、フタロシアニンブルー、フタロシアニングリーン、アイオ
ディン・グリーン、ジアゾイエロー、クリスタルバイオレット、酸化チタン、カーボンブ
ラック、ナフタレンブラック等の着色剤、ハイドロキノン、フェノチアジン、メチルハイ
ドロキノン、ハイドロキノンモノメチルエーテル、カテコール、ピロガロール等の重合禁
止剤、ベントン、モンモリロナイト等の増粘剤、シリコーン系、フッ素系、ビニル樹脂系
の消泡剤、臭素化エポキシ化合物、酸変性臭素化エポキシ化合物、アンチモン化合物、リ
ン系化合物、芳香族縮合リン酸エステル、含ハロゲン縮合リン酸エステル等の難燃剤、フ
ェノール系硬化剤、シアネートエステル系硬化剤等の熱硬化樹脂、等の各種添加剤を添加
することができる。
【００６８】
　本発明の感光性樹脂組成物は、上記（Ａ）～（Ｋ）を適宜混合し、また、必要に応じて
三本ロール、ボールミル、ビーズミル、サンドミル等の混練手段、あるいはスーパーミキ
サー、プラネタリーミキサー等の撹拌手段により混練または撹拌することにより、樹脂ワ
ニスとして製造することができる。
【００６９】
　本発明の感光性樹脂組成物は、後述の硬化条件で硬化処理することによって、耐熱性が
より向上し、誘電正接が低く、かつ耐水性が高い、アルカリ現像可能な硬化物を提供する
ことができる。以下、これらの特性について詳述する。
【００７０】
　本発明の感光性樹脂組成物の硬化物の誘電正接は、後述の＜誘電正接の測定＞により測
定することができる。誘電正接は、具体的には、空洞共振摂動法により周波数を５．８Ｇ
Ｈｚとし、測定温度を２３℃として測定することができる。高周波での発熱防止、信号遅
延および信号ノイズの低減という観点から、誘電正接は０．０５以下であることが好まし
く、０．０４以下であることがより好ましく、０．０３以下であることが更に好ましく、
０．０２以下であることが更に一層好ましく、０．０１６９以下であることが殊更好まし
い。他方で、誘電正接の下限値は特に制限は無いが、０．００５以上であることが好まし
く、０．０１以上であることがより好ましい。
【００７１】
　本発明の感光性樹脂組成物の硬化物の耐水性は、後述の<耐水性の測定＞で説明する測
定方法により測定することができる。耐水性は、プリント配線板作製時のひずみ防止、絶
縁信頼性の向上という観点から、３％以下であることが好ましく、２％以下であることが
より好ましく、１．５％以下であることが更に好ましく、１．１９％以下であることが更
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に一層好ましい。一方、耐水性の下限値は特に制限は無いが、０．０１％以上であること
が好ましく、０．１％以上であることがより好ましく、０．５％以上であることが更に好
ましい。
【００７２】
　本発明の感光性樹脂組成物の硬化物の耐熱性は、後述の<耐熱性の評価＞で説明する測
定方法により測定することができる。耐熱性の指標としては、硬化物に熱履歴を与えた際
の硬化物の劣化を防止するという点で、ガラス転移点を採用するのがよい。ガラス転移点
は１６０℃以上であることが好ましい。ガラス転移点の上限値は特に制限されないが、３
００℃以下であることが好ましい。
【００７３】
　本発明の感光性樹脂組成物の用途は、特に限定されないが、感光性フィルム、支持体付
き感光性フィルム、プリプレグ等の絶縁樹脂シート、回路基板（積層板用途、多層プリン
ト配線板用途等）、ソルダーレジスト、アンダ－フィル材、ダイボンディング材、半導体
封止材、穴埋め樹脂、部品埋め込み樹脂等、樹脂組成物が必要とされる用途の広範囲に使
用できる。なかでも、多層プリント配線板の絶縁層用樹脂組成物（感光性樹脂組成物の硬
化物を絶縁層とした多層プリント配線板）、層間絶縁層用樹脂組成物（感光性樹脂組成物
の硬化物を層間絶縁層とした多層プリント配線板）、メッキ形成用樹脂組成物（感光性樹
脂組成物の硬化物上にメッキが形成された多層プリント配線板）として好適に使用するこ
とができる。
【００７４】
＜感光性フィルム＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、樹脂ワニス状態で支持基板上に塗布し、有機溶剤を乾燥
させることで樹脂組成物層を形成して、感光性フィルムとすることができる。また、予め
支持体上に形成された感光性フィルムを支持基板に積層して用いることもできる。本発明
の感光性フィルムは様々な支持基板に積層させることができる。支持基板としては主に、
ガラスエポキシ基板、金属基板、ポリエステル基板、ポリイミド基板、ＢＴレジン基板、
熱硬化型ポリフェニレンエーテル基板等の基板が挙げられる。
【００７５】
＜支持体付き感光性フィルム＞
　本発明の感光性樹脂組成物は、樹脂組成物層が支持体上に層形成された支持体付き感光
性フィルムの形態で好適に使用することができる。つまり、支持体付き感光性フィルムは
感光性樹脂組成物の層が支持体上に形成されている。支持体としては、例えば、ポリエチ
レンテレフタレートフィルム、ポリエチレンナフタレートフィルム、ポリプロピレンフィ
ルム、ポリエチレンフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、トリアセチルアセテート
フィルム等が挙げられ、特にポリエチレンテレフタレートフィルムが好ましい。
　市販の支持体としては、例えば、王子製紙株式会社製の製品名「アルファンＭＡ－４１
０」、「Ｅ－２００Ｃ」、信越フィルム株式会社製等のポリプロピレンフィルム、帝人株
式会社製の製品名「ＰＳ－２５」等のＰＳシリーズなどのポリエチレンテレフタレートフ
ィルム等が挙げられるが、これらに限られたものではない。これらの支持体は、樹脂組成
物層の除去を容易にするため、シリコーンコート剤のような剥離剤を表面に塗布してある
のがよい。支持体の厚さは、５μｍ～５０μｍの範囲であることが好ましく、１０μｍ～
２５μｍの範囲であることがより好ましい。この厚さが５μｍ未満では、現像前に行う支
持体剥離の際に支持体（支持フィルム）が破れやすくなる傾向があり、他方で、厚さが５
０μｍを超えると、支持体上から露光する際の解像度が低下する傾向がある。また、低フ
ィッシュアイの支持体が好ましい。ここでフィッシュアイとは、材料を熱溶融し、混練、
押し出し、２軸延伸、キャスティング法等によりフィルムを製造する際に、材料の異物、
未溶解物、酸化劣化物等がフィルム中に取り込まれたものである。
【００７６】
　また、紫外線等の活性エネルギー線による露光時の光の散乱を低減するため、支持体は
透明性に優れるものが好ましい。支持体は、具体的には、透明性の指標となる濁度（ＪＩ
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Ｓ－Ｋ６７１４で規格化されているヘーズ）が０．１～５であるものが好ましい。さらに
樹脂組成物層は保護フィルムで保護されていてもよい。
【００７７】
　支持体付き感光性フィルムの樹脂組成物層側を保護フィルムで保護することにより、樹
脂組成物層表面へのゴミ等の付着やキズを防止することができる。保護フィルムとしては
上記の支持体と同様の材料により構成されたフィルムを用いることができる。保護フィル
ムの厚さは特に限定されないが、１μｍ～４０μｍの範囲であることが好ましく、５μｍ
～３０μｍの範囲であることがより好ましく、１０μｍ～３０μｍの範囲であることが更
に好ましい。この厚さが１μｍ未満では、保護フィルムの取り扱い性が低下する傾向があ
り、４０μｍを超えると廉価性に劣る傾向がある。なお、保護フィルムは、樹脂組成物層
と支持体との接着力に対して、樹脂組成物層と保護フィルムとの接着力の方が小さいもの
が好ましい。
【００７８】
　本発明の支持体付き感光性フィルムは、当業者に公知の方法に従って、例えば、本発明
の感光性樹脂組成物を有機溶剤に溶解した樹脂ワニスを調製し、支持体上にこの樹脂ワニ
スを塗布し、加熱又は熱風吹きつけ等により有機溶剤を乾燥させて樹脂組成物層を形成す
ることにより製造することができる。具体的には、まず、真空脱泡法等で感光性樹脂組成
物中の泡を完全に除去した後、感光性樹脂組成物を支持体上に塗布し、熱風炉あるいは遠
赤外線炉により溶剤を除去し、乾燥せしめ、ついで必要に応じて得られた樹脂組成物層上
に保護フィルムを積層することにより支持体付き感光性フィルムを製造することができる
。具体的な乾燥条件は、樹脂組成物の硬化性や樹脂ワニス中の有機溶剤量によっても異な
るが、３０質量％～６０質量％の有機溶剤を含む樹脂ワニスにおいては、８０℃～１２０
℃で３分間～１３分間で乾燥させることができる。樹脂組成物層中の残存有機溶剤量は、
後の工程での有機溶剤の拡散を防止する点から、樹脂組成物層の総量に対して５質量％以
下とすることが好ましく、２質量％以下とすることがより好ましい。当業者は、簡単な実
験により適宜、好適な乾燥条件を設定することができる。樹脂組成物層の厚さは、取り扱
い性を向上させ、かつ樹脂組成物層内部の感度及び解像度が低下するのを防止するという
観点から、５μｍ～５００μｍの範囲とすることが好ましく、１０μｍ～２００μｍの範
囲とするのがより好ましく、１５μｍ～１５０μｍの範囲とするのが更に好ましく、２０
μｍ～１００μｍの範囲とするのが更に一層好ましく、２０μｍ～６０μｍの範囲とする
のが殊更好ましい。
【００７９】
　感光性樹脂組成物の塗布方式としては、たとえば、グラビアコート方式、マイクログラ
ビアコート方式、リバースコート方式、キスリバースコート方式、ダイコート方式、スロ
ットダイ方式、リップコート方式、コンマコート方式、ブレードコート方式、ロールコー
ト方式、ナイフコート方式、カーテンコート方式、チャンバーグラビアコート方式、スロ
ットオリフィス方式、スプレーコート方式、ディップコート方式等が挙げられる。
　感光性樹脂組成物は、数回に分けて塗布してもよいし、１回で塗布してもよく、また異
なる方式を複数組み合わせて塗布してもよい。中でも、均一塗工性に優れる、ダイコート
方式が好ましい。また、異物混入等をさけるために、クリーンルーム等の異物発生の少な
い環境で塗布工程を実施することが好ましい。
【００８０】
＜多層プリント配線板＞
　次に、感光性樹脂組成物を用いて多層プリント配線板の製造方法の例を説明する。
【００８１】
　（塗布及び乾燥工程）
　感光性樹脂組成物を樹脂ワニス状態で直接的に回路基板上に塗布し、有機溶剤を乾燥さ
せることにより、回路基板上に感光性フィルムを形成する。回路基板としては、例えば、
ガラスエポキシ基板、金属基板、ポリエステル基板、ポリイミド基板、ＢＴレジン基板、
熱硬化型ポリフェニレンエーテル基板等が挙げられる。なお、ここで回路基板とは、上記
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のような基板の片面又は両面にパターン加工された導体層（回路）が形成された基板をい
う。また導体層と絶縁層とを交互に積層してなる多層プリント配線板において、該多層プ
リント配線板の最外層の片面又は両面がパターン加工された導体層（回路）となっている
基板も、ここでいう回路基板に含まれる。なお導体層表面には、黒化処理、銅エッチング
等により予め粗化処理が施されていてもよい。
【００８２】
　塗布方式としては、スクリーン印刷法による全面印刷が一般に多く用いられているが、
その他にも均一に塗布できる塗布方式であればどのような手段を用いてもよい。例えば、
スプレーコート方式、ホットメルトコート方式、バーコート方式、アプリケーター方式、
ブレードコート方式、ナイフコート方式、エアナイフコート方式、カーテンフローコート
方式、ロールコート方式、グラビアコート方式、オフセット印刷方式、ディップコート方
式、刷毛塗り、その他通常の塗布方式はすべて使用できる。塗布後、必要に応じて熱風炉
あるいは遠赤外線炉等で乾燥を行う。乾燥条件は、８０℃～１２０℃で３分間～１３分間
とすることが好ましい。このようにして、回路基板上に感光性フィルムが形成される。
【００８３】
　（ラミネート工程）
　また、支持体付き感光性フィルムを用いる場合には、樹脂組成物層側を、真空ラミネー
ターを用いて回路基板の片面又は両面にラミネートする。ラミネート工程において、支持
体付き感光性フィルムが保護フィルムを有している場合には該保護フィルムを除去した後
、必要に応じて感光性フィルム及び回路基板をプレヒートし、樹脂組成物層を加圧及び加
熱しながら回路基板に圧着する。本発明の感光性フィルムにおいては、真空ラミネート法
により減圧下で回路基板にラミネートする方法が好適に用いられる。
【００８４】
　ラミネート工程の条件は、特に限定されるものではないが、例えば、圧着温度（ラミネ
ート温度）を好ましくは７０℃～１４０℃とし、圧着圧力を好ましくは１ｋｇｆ／ｃｍ２

～１１ｋｇｆ／ｃｍ２（９．８×１０４Ｎ／ｍ２～１０７．９×１０４Ｎ／ｍ２）、圧着
時間を好ましくは５秒間～３００秒間とし、空気圧を２０ｍｍＨｇ（２６．７ｈＰａ）以
下とする減圧下でラミネートするのが好ましい。また、ラミネート工程は、バッチ式であ
ってもロールを用いる連続式であってもよい。真空ラミネート法は、市販の真空ラミネー
ターを使用して行うことができる。市販の真空ラミネーターとしては、例えば、ニチゴー
・モートン（株）製バキュームアップリケーター、（株）名機製作所製真空加圧式ラミネ
ーター、（株）日立インダストリイズ製ロール式ドライコータ、日立エーアイーシー（株
）製真空ラミネーター等を挙げることができる。このようにして、回路基板上に感光性フ
ィルムが形成される。
【００８５】
　（露光工程）
　塗布及び乾燥工程、あるいはラミネート工程により、回路基板上に感光性フィルムが設
けられた後、次いで、マスクパターンを通して、樹脂組成物層の所定部分に活性光線を照
射し、照射部の樹脂組成物層を光硬化させる露光工程を行う。活性光線としては、たとえ
ば、紫外線、可視光線、電子線、Ｘ線等が挙げられ、特に紫外線が好ましい。紫外線の照
射量はおおむね１０ｍＪ／ｃｍ2～１０００ｍＪ／ｃｍ2である。露光方法にはマスクパタ
ーンをプリント配線板に密着させて行う接触露光法と、密着させずに平行光線を使用して
露光する非接触露光法とがあるが、どちらを用いてもかまわない。また、樹脂組成物層上
に支持体が存在している場合は、支持体上から露光してもよいし、支持体を剥離後に露光
してもよい。
【００８６】
　（現像工程）
　露光工程後、樹脂組成物層上に支持体が存在している場合にはその支持体を除去した後
、ウエット現像又はドライ現像で、光硬化されていない部分（未露光部）を除去して現像
することにより、パターンを形成することができる。
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【００８７】
　上記ウエット現像の場合、現像液としては、アルカリ性水溶液、水系現像液、有機溶剤
等の安全かつ安定であり操作性が良好な現像液が用いられ、なかでもアルカリ水溶液によ
る現像工程が好ましい。また、現像方法としては、スプレー、揺動浸漬、ブラッシング、
スクラッピング等の公知の方法が適宜採用される。
【００８８】
　現像液として使用されるアルカリ性水溶液としては、例えば、水酸化リチウム、水酸化
ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属水酸化物、炭酸ナトリウム、重炭酸ナトリ
ウム等の炭酸塩又は重炭酸塩、リン酸ナトリウム、リン酸カリウム等のアルカリ金属リン
酸塩、ピロリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム等のアルカリ金属ピロリン酸塩の水溶
液や、水酸化テトラアルキルアンモニウム等の金属イオンを含有しない有機塩基の水溶液
が挙げられ、金属イオンを含有せず、半導体チップに影響を与えないという点で水酸化テ
トラメチルアンモニウム（ＴＭＡＨ）の水溶液が好ましい。
　これらのアルカリ性水溶液には、現像効果の向上のため、界面活性剤、消泡剤等を現像
液に添加することができる。上記アルカリ性水溶液のｐＨは、例えば、８～１２の範囲で
あることが好ましく、９～１１の範囲であることがより好ましい。また、上記アルカリ性
水溶液の塩基濃度は、０．１質量％～１０質量％とすることが好ましい。上記アルカリ性
水溶液の温度は、樹脂組成物層の現像性に合わせて適宜選択することができるが、２０℃
～５０℃とすることが好ましい。
【００８９】
　現像液として使用される有機溶剤は、例えば、アセトン、酢酸エチル、炭素原子数１～
４のアルコキシ基を有するアルコキシエタノール、エチルアルコール、イソプロピルアル
コール、ブチルアルコール、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリ
コールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテルである。
【００９０】
　このような有機溶剤の濃度は、現像液全量に対して２質量％～９０質量％であることが
好ましい。また、このような有機溶剤の温度は、現像性にあわせて調節することができる
。さらに、このような有機溶剤は単独で又は２種類以上を組み合わせて用いることができ
る。単独で用いる有機溶剤系現像液としては、例えば、１，１，１－トリクロロエタン、
Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、シクロヘキサノン、メチルイソ
ブチルケトン、γ－ブチロラクトンが挙げられる。
【００９１】
　本発明のパターン形成においては、必要に応じて、上記した２種類以上の現像方法を併
用して用いてもよい。現像の方式には、ディップ方式、バトル方式、スプレー方式、高圧
スプレー方式、ブラッシング、スラッピング等があり、高圧スプレー方式が解像度向上の
ためには好適である。スプレー方式を採用する場合のスプレー圧としては、０．０５ＭＰ
ａ～０．３ＭＰａが好ましい。
【００９２】
　（ポストベーク工程）
　上記現像工程終了後、ポストベーク工程を行い、絶縁層（硬化物）を形成する。ポスト
ベーク工程としては、高圧水銀ランプによる紫外線照射工程やクリーンオーブンを用いた
加熱工程等が挙げられる。紫外線を照射させる場合は必要に応じてその照射量を調整する
ことができ、例えば０．０５Ｊ／ｃｍ２～１０Ｊ／ｃｍ２程度の照射量で照射を行うこと
ができる。また加熱の条件は、樹脂組成物中の樹脂成分の種類、含有量などに応じて適宜
選択すればよいが、好ましくは１５０℃～２２０℃で２０分間～１８０分間の範囲、より
好ましくは１６０℃～２００℃で３０分間～１２０分間の範囲で選択される。
【００９３】
　（穴あけ工程）
　絶縁層を形成した後、所望により、回路基板上に形成された絶縁層に穴あけ工程を行っ
てビアホール、スルーホールを形成する。穴あけ工程は、例えば、ドリル、レーザー、プ
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ラズマ等の公知の方法により、また必要によりこれらの方法を組み合わせて行うことがで
きるが、炭酸ガスレーザー、ＹＡＧレーザー等のレーザーによる穴あけ工程が好ましい。
【００９４】
　（メッキ工程）
　次に、乾式メッキ又は湿式メッキにより絶縁層上に導体層を形成する。乾式メッキとし
ては、蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法等の公知の方法を使用するこ
とができる。蒸着法（真空蒸着法）は、例えば、支持体を真空容器内に入れ、金属を加熱
蒸発させることにより絶縁層上に金属膜形成を行うことができる。スパッタリング法も、
例えば、支持体を真空容器内に入れ、アルゴン等の不活性ガスを導入し、直流電圧を印加
して、イオン化した不活性ガスをターゲット金属に衝突させ、叩き出された金属により絶
縁層上に金属膜形成を行うことができる。
【００９５】
　湿式メッキの場合は、形成された絶縁層の表面に対して、膨潤液による膨潤処理、酸化
剤による粗化処理及び中和液による中和処理をこの順に行うことによって凸凹のアンカー
を形成する。膨潤液による膨潤処理は、絶縁層を５０℃～８０℃で５分間～２０分間膨潤
液に浸漬させることで行われる。膨潤液としてはアルカリ溶液が挙げられ、該アルカリ溶
液としては、水酸化ナトリウム溶液、水酸化カリウム溶液等が挙げられる。市販されてい
る膨潤液としては、例えば、アトテックジャパン（株）製のスウェリング・ディップ・セ
キュリガンスＰ（Ｓｗｅｌｌｉｎｇ　Ｄｉｐ　Ｓｅｃｕｒｉｇａｎｔｈ　Ｐ）、スウェリ
ング・ディップ・セキュリガンスＳＢＵ（Ｓｗｅｌｌｉｎｇ　Ｄｉｐ　Ｓｅｃｕｒｉｇａ
ｎｔｈ　ＳＢＵ）等を挙げることができる。酸化剤による粗化処理は、絶縁層を６０℃～
８０℃で１０分間～３０分間酸化剤溶液に浸漬させることで行われる。酸化剤としては、
例えば、水酸化ナトリウムの水溶液に過マンガン酸カリウムや過マンガン酸ナトリウムを
溶解したアルカリ性過マンガン酸溶液、重クロム酸塩、オゾン、過酸化水素／硫酸、硝酸
等を挙げることができる。また、アルカリ性過マンガン酸溶液における過マンガン酸塩の
濃度は５重量％～１０重量％とするのが好ましい。市販されている酸化剤としては、例え
ば、アトテックジャパン（株）製のコンセントレート・コンパクト　ＣＰ、ドージングソ
リューション　セキュリガンスＰ等のアルカリ性過マンガン酸溶液が挙げられる。中和液
による中和処理は、３０℃～５０℃で３分間～１０分間中和液に浸漬させることで行われ
る。中和液としては、酸性の水溶液が好ましく、市販品としては、アトテックジャパン（
株）製のリダクションソリューシン・セキュリガントＰが挙げられる。
　次いで、無電解メッキと電解メッキとを組み合わせて導体層を形成する。また導体層と
は逆パターンのメッキレジストを形成し、無電解メッキのみで導体層を形成することもで
きる。その後のパターン形成の方法として、例えば、当業者に公知のサブトラクティブ法
、セミアディティブ法などを用いることができる。
【００９６】
＜半導体装置＞
　本発明の多層プリント配線板を用いることで半導体装置を製造することができる。本発
明の多層プリント配線板の導通箇所に、半導体チップを実装することにより半導体装置、
すなわち本発明の多層配線板を備える半導体装置を製造することができる。「導通箇所」
とは、「多層プリント配線板における電気信号を伝える箇所」であって、その場所は表面
であっても、埋め込まれた箇所であってもいずれでも構わない。また、半導体チップは半
導体を材料とする電気回路素子であれば特に限定されない。
【００９７】
　本発明の半導体装置を製造する際の半導体チップの実装方法は、半導体チップが有効に
機能しさえすれば、特に限定されないが、具体的には、ワイヤボンディング実装方法、フ
リップチップ実装方法、バンプなしビルドアップ層（ＢＢＵＬ）による実装方法、異方性
導電フィルム（ＡＣＦ）による実装方法、非導電性フィルム（ＮＣＦ）による実装方法な
どが挙げられる。
【００９８】
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　「バンプなしビルドアップ層（ＢＢＵＬ）による実装方法」とは、「半導体チップを多
層プリント配線板の凹部に直接埋め込み、半導体チップとプリント配線板上の配線とを接
続させる実装方法」のことであり、更に、下記のＢＢＵＬ方法１）、ＢＢＵＬ方法２）の
実装方法に大別される。
ＢＢＵＬ方法１）アンダーフィル剤を用いて多層プリント配線板の凹部に半導体チップを
実装する実装方法
ＢＢＵＬ方法２）感光性フィルムを用いて多層プリント配線板の凹部に半導体チップを実
装する実装方法
【００９９】
　ＢＢＵＬ方法１）は、具体的には下記の工程１）～工程６）を含む。
工程１）多層プリント配線板の両面から導体層を除去し、レーザー、機械ドリルによって
貫通孔を形成する。
工程２）貫通孔が形成された多層プリント配線板の片面に粘着テープを貼り付けて、貫通
孔の中に半導体チップの底面を粘着テープ上に固定するように配置する。このときの半導
体チップは貫通孔の高さより低くなるように配置することが好ましい。
工程３）貫通孔と半導体チップとの隙間にアンダーフィル剤を注入、充填することによっ
て、半導体チップを貫通孔に固定する。
工程４）その後粘着テープを剥がして、半導体チップの底面を露出させる。
工程５）半導体チップの底面側に本発明の感光性フィルムをラミネートし、半導体チップ
を被覆する。
工程６）感光性フィルムを硬化後、レーザーによって穴あけし、半導体チップの底面にあ
るボンディングパッドを露出させ、既に説明した粗化処理、無電解メッキ、電解メッキを
行うことで、配線と接続する。必要に応じて更に感光性フィルムを積層してもよい。
【０１００】
　ＢＢＵＬ方法２）は、具体的には下記の工程１）～工程６）を含む。
工程１）多層プリント配線板の両面の導体層上に、フォトレジスト膜を形成し、フォトリ
ソグラフィー工法でフォトレジスト膜の片面のみに開口部を形成する。
工程２）開口部に露出した導体層をエッチング液により除去し、絶縁層を露出させ、その
後両面のレジスト膜を除去する。
工程３）レーザーやドリルを用いて、露出した絶縁層を全て除去して穴あけを行い、凹部
を形成する。レーザーのエネルギーは、銅のレーザー吸収率を低くし、絶縁層のレーザー
吸収率を高くするようにエネルギーが調整できるレーザーが好ましく、炭酸ガスレーザー
がより好ましい。このようなレーザーを用いることで、レーザーは導体層の開口部の対面
の導体層を貫通することがなく、絶縁層のみを除去することが可能となる。
工程４）半導体チップの底面を開口部側に向けて凹部に配置し、本発明の感光性フィルム
を開口部の側から、ラミネートし、半導体チップを被覆して、半導体チップと凹部との隙
間を埋め込む。このときの半導体チップは凹部の高さより低くなるように配置することが
好ましい。
工程５）感光性フィルムを硬化後、レーザーによって穴あけし、半導体チップの底面のボ
ンディングパッドを露出させる。
工程６）既に説明した粗化処理、無電解メッキ、電解メッキを行うことで、配線を接続し
、必要に応じて更に感光性フィルムを積層する。
【０１０１】
　半導体チップの実装方法の中でも、半導体装置の小型化、伝送損失の軽減という観点や
、半田を使用しないため半導体チップにその熱履歴が掛からず、さらに半田と樹脂とのひ
ずみを将来的に生じ得ないという観点から、バンプなしビルドアップ層（ＢＢＵＬ）によ
る実装方法が好ましく、ＢＢＵＬ方法１）、ＢＢＵＬ方法２）がより好ましく、ＢＢＵＬ
方法２）が更に好ましい。
【実施例】
【０１０２】
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　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は下記の
実施例に限定されるものではない。なお、以下の実施例の説明において、「部」は「質量
部」を意味する。
【０１０３】
　まず、本明細書での物性評価における測定方法及び評価方法について説明する。
【０１０４】
＜評価用積層体の形成＞
　厚さ１８μｍの銅層をパターニングした回路が形成されているガラスエポキシ基板（銅
張積層板）の銅層に対して有機酸を含む表面処理剤（ＣＺ８１００、メック（株）製）に
よる処理にて粗化を施した。次に後述する実施例、比較例により得られた支持体付き感光
性フィルムの樹脂組成物層が銅回路表面と接するように配置し、真空ラミネーター（ニチ
ゴーモートン株式会社製、ＶＰ１６０）を用いて積層し、前記銅張積層板と、前記樹脂組
成物層と、前記支持体とがこの順に積層された積層体を形成した。圧着条件は、真空引き
の時間２０秒間、圧着温度７０℃、圧着圧力０．２ＭＰａ、加圧時間２０秒間とした。該
積層体を室温１時間以上静置し、該積層体の支持体上から、丸穴パターンを用い、直径８
０μｍの丸穴が形成できるよう、パターン形成装置を用いて、４５０ｍＪ／ｃｍ２の紫外
線で露光を行った。室温にて３０分間静置した後、前記積層体から支持体を剥がし取った
。該積層板上の樹脂組成物層の全面に、現像液として３０℃の１質量％炭酸ナトリウム水
溶液をスプレー圧０．１５ＭＰａにて最小現像時間（未露光部が現像される最小時間）の
１．５倍の時間でスプレー現像した。スプレー現像後、１Ｊ／ｃｍ２の紫外線照射を行い
、さらに１６５℃、６０分間の加熱処理（実施例４では更に１９０℃、３０分間の加熱処
理）を行い、直径８０μｍの開口部を有する絶縁層を該積層体上に形成した。これを評価
用積層体とした。
【０１０５】
＜評価用硬化物の形成＞
　実施例、比較例で得られた支持体付き感光性フィルムの樹脂組成物層に４５０ｍＪ／ｃ
ｍ２の紫外線で露光を行い光硬化させた。その後、樹脂組成物層の全面に、現像液として
３０℃の１質量％炭酸ナトリウム水溶液をスプレー圧０．１５ＭＰａにて最小現像時間（
未露光部が現像される最小時間）の１．５倍の時間でスプレー現像した。スプレー現像後
、１Ｊ／ｃｍ２の紫外線照射を行い、さらに１６５℃、６０分間の加熱処理（実施例４で
は更に１９０℃、３０分間の加熱処理）を行い、絶縁層形成した。その後、支持体を剥が
し取って、評価用硬化物とした。
【０１０６】
＜解像性の評価＞
　解像性の評価として、評価用積層体に対してパターニング形成した丸穴をＳＥＭで観察
（倍率１０００倍）し、下記基準で評価した。
○：丸穴の形状が良好で、捲くれや剥がれがない。
×：丸穴の形状が現像により広がってしまい、捲くれや剥がれがある。
　なお、比較例３では、すぐに不溶化してしまい、そもそも丸穴の形成が不可能であった
ため、「×」と評価した。
【０１０７】
＜現像性の評価＞
　現像性の評価として、評価用積層体に形成された丸穴の底部の残渣をＳＥＭにて観察（
倍率１０００倍）し、丸穴の底部の残渣の有無を下記基準で評価した。
○：直径８０μｍの丸穴から露出した基板上（底部）に現像残渣はなく、現像残渣除去性
に優れている
×：直径８０μｍの丸穴から露出した基板上（底部）に現像残渣があり、現像残渣除去性
が劣っている
　なお、比較例３では、すぐに不溶化してしまい、そもそも丸穴の形成が不可能であった
ため、「×」と評価した。
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＜誘電正接の測定＞
　評価用硬化物を長さ８０ｍｍ、幅２ｍｍに切り出し評価サンプル１とした。この評価サ
ンプル１についてアジレントテクノロジーズ（Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅ
ｓ）社製ＨＰ８３６２Ｂ装置を用い空洞共振摂動法により測定周波数５．８ＧＨｚ、測定
温度２３℃にて誘電正接を測定した。２本の評価サンプル１について測定を行い、平均値
を算出した。
【０１０９】
＜耐水性の測定＞
　評価用硬化物を５ｃｍ四方に切り出して評価サンプル２とした。続いて、評価サンプル
２の質量を測定し、質量測定後の評価サンプル２を沸騰状態の純水に入れ、評価サンプル
２が全てつかるようにした状態で１時間放置した。その後、評価サンプル２を取り出し、
表面の水分を十分ふき取り、吸水後の質量を０．１ｍｇまで量り、下記式により耐水性Ｗ
Ａ（％）を求めた。４つの評価サンプル２について測定を行い、平均値を算出した。
【０１１０】
式：ＷＡ＝（（Ｗ１－Ｗ０）／Ｗ０）×１００
　上記式中、Ｗ０は吸水前の評価サンプルの質量（g）を表し、Ｗ１は吸水後の評価サン
プルの質量（g）を表す。
【０１１１】
＜耐熱性の評価＞
　評価用硬化物を、幅５ｍｍ、長さ１５ｍｍの試験片に切断し、評価サンプル３とした。
続いて、熱機械分析装置ＴＭＡ-ＳＳ６１００（セイコーインスツルメンツ（株）製）を
使用して、引張加重法で熱機械分析を行った。評価サンプル３を前記装置に装着後、荷重
１ｇ、昇温速度５℃／分の測定条件にて連続して２回測定した。耐熱性の指標として、２
回目の測定における寸法変化シグナルの傾きが変化する点からガラス転移点温度（℃）を
算出した。
【０１１２】
＜実施例１～４、比較例１～３＞
　表１に示す配合割合で各成分を配合し、３本ロールを用いて混錬し、樹脂ワニスを調整
した。次に、かかる樹脂ワニスを厚さ１６μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム（
Ｒ３１０－１６Ｂ、三菱樹脂株式会社製、商品名）上にダイコーターにて均一に塗布、乾
燥し、厚さ２０μｍの樹脂組成物層が形成された支持体付き感光性フィルムを得た。乾燥
は熱風対流式乾燥機を用いて６０℃で３０分間乾燥させた。これらの測定結果及び評価結
果を表１に示す。
【０１１３】
　また、評価用積層体に形成された現像後の丸穴の写真図を表２に示す。実施例１では良
好な形状を有し、捲くれや剥がれが無く、現像残渣も無く、解像性及び現像性に優れるこ
とが分かる。比較例１では捲くれや剥がれが有り、現像残渣も有り、解像性及び現像性に
劣ることが分かる。
【０１１４】
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【表１】

【０１１５】
【表２】

【０１１６】
　使用した材料は下記の通りである。
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（Ａ）成分
・ＨＰＣ８０００－６５Ｔ（ＤＩＣ（株）製）：ジシクロペンタジエニルジフェノール型
活性エステル系硬化剤、固形分６５％のトルエン溶液
・ＥＸＢ９４１６－７０ＢＫ（ＤＩＣ（株）製）：ナフタレン骨格含有活性エステル系硬
化剤、固形分７０％のメチルイソブチルケトン溶液
（Ｂ）成分
・ＺＦＲ－１５３３Ｈ（日本化薬（株）製）：ビスフェノールＦ型エポキシアクリレート
、固形分６８％のジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート溶液、酸価７０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ
・ＺＡＲ－２０００（日本化薬（株）製）：ビスフェノールＡ型エポキシアクリレート、
固形分６５％のジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート溶液、酸価９９ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ
・ＰＲ－３０００（昭和電工（株）製）：クレゾールノボラック型エポキシアクリレート
、固形分６８％のソルベントナフサとジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテー
トとの１：１溶液、酸価５０ｍｇＫＯＨ／ｇ
（Ｃ）成分
・イルガキュア９０７（BASFジャパン（株）製）：２－メチル－［４－（メチルチオ）フ
ェニル］モルホリノ－１－プロパノン
（Ｄ）成分
・ＨＰ－７２００Ｈ（ＤＩＣ（株）製）：ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、エポキ
シ当量２８０
（Ｅ）成分
・ＤＩＣＹ７（三菱化学（株）製）：ジシアンジアミド
（Ｆ）成分
・球状溶融シリカ（（株）アドマテックス製「ＳＣ２０５０」、平均粒径０．５μｍ）１
００質量部に対してアミノシラン（信越化学社製「ＫＢＭ５７３」）０．５質量部で表面
処理したもの
（Ｇ）成分
・ＡＣ３８１６Ｎ（ガンツ化成（株）製）：ゴム粒子
（Ｈ）成分
・ＤＣＰＡ（共栄社化学工業（株）製）：トリシクロデカンジメタノールジアクリレート
（Ｊ）成分
・ＥＤＧＡｃ（エチルジグリコールアセテート）
・ＭＥＫ（メチルエチルケトン）
（Ｋ）その他の添加剤
・メラミン（日産化学工業（株）製）
・ＦＧ７３５１（東洋インキ製造（株）製）：フタロシアニンブルー
・ＤＥＴＸ－Ｓ（日本化薬（株）製）：２、４－ジエチルチオキサントン
・ＴＤ２０９０－６０Ｍ（ＤＩＣ（株）製）：フェノールノボラック樹脂、固形分６０％
のＭＥＫ溶液
・ＬＡ７０５４－６０Ｍ（ＤＩＣ（株）製）：トリアジン含有フェノールノボラック樹脂
、固形分６０％のＭＥＫ溶液
・ＰＴ３０－８５Ｉ（ロンザジャパン（株）製）：フェノールノボラック型多官能シアネ
ートエステル樹脂、固形分８５％のイプゾール溶液
【０１１７】
　上記表１の結果から、本発明の感光性樹脂組成物を用いた実施例では解像性、現像性を
有し、誘電正接が低く、かつ耐水性が高い感光性樹脂組成物を提供できることがわかった
。一方、比較例１、２では、熱硬化成分として（Ａ）成分ではなくフェノール系硬化剤、
シアネートエステル系硬化剤を用いているため、現像性及び解像性が悪く、感光性樹脂組
成物として使用できるものではなかった。また、比較例３では、直ぐに不溶化してしまい
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、そもそも丸穴の形成自体が不可能であり、感光性樹脂組成物として使用できるものでは
なかった。
【産業上の利用可能性】
【０１１８】
　本発明によれば、耐熱性を向上させながら、誘電正接が低く、かつ耐水性が高く、しか
もアルカリ現像可能な感光性樹脂組成物を提供することができる。本発明によれば、更に
それを用いた感光性フィルム、支持体付き感光性フィルム、多層プリント配線板、半導体
装置を提供することができる。本発明によれば、更にこれらを搭載した、コンピューター
、携帯電話、デジタルカメラ、テレビ、等の電気製品や、自動二輪車、自動車、電車、船
舶、航空機、等の乗物も提供することができる。
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